
企業向けサービスを強化

―事業の現状と課題は。

　当社は地域・経済開発計画の策
定、行財政能力の強化、人材育成
など、ソフト系の業務を受注して
きた。当初は援助政策の策定に資
する基礎調査、分野横断的な調査
などが中心だったが、昨今は技術
協力プロジェクトに参加する機会
が増え、教育開発や農村開発など
の分野別の調査やプロジェクト、
評価業務へと軸足が移っている。
　以前は省庁の調査案件の比率が
高かったが、今や当社の売上の９
割が、国際協力機構（JICA）が
委託するODA案件だ。だが、事
業の安定性を考えると、単一クラ
イアントへの依存はリスクを高め

ることになる。
　そこで、国際機関などからの受
注を増やす努力をしている。最近
ではアジア開発銀行（ADB）や日
本赤十字社（JRCS）、非政府組織
（NGO）などから仕事をいただ
くことが増えてきた。売上全体に
占める割合はまだ１割ほどだが、
取引するクライアントの数は増加
傾向にある。平和構築やガバナン
スなどを主題にしたテーマ型の仕
事や、持続可能な開発目標（SDGs）
関連の案件も増えている。
　2018年には新たに「SDGs
室」を設けた。同室は、企業によ
る統合報告書の作成をサポートす
るほか、企業のSDGsへの対応に
ついて解説する企業向けセミナー
を開催している。引き続き、こう

した民間セクターとの連携にも積
極的に取り組んでいく予定だ。

―2019年６月には、保健医療や評

価などを手がけるグローバルリンク

マネージメント（株）（GLM）から

事業を引き継ぎました。

　事業継承によって、これまで実
績が乏しかった保健分野を強化す
ることができた。また、GLMに
は国際機関での勤務経験者が多く、
国際機関の業務を熟知しているほ
か、人脈もある。GLMが有する
見識やネットワークを継承するこ
とで、IDCJの業務により一層の
広がりを持たせたい。

外部を束ねる能力を求める

―JICA案件の内容に変化はありま

すか。

　IDCJが対応している分野は大
きく変わらないが、分野ごとに案
件内容が多様化し、高い専門性を
要求するものが増えてきている。
その上、案件の指示書には要件が
細かく記載されるようになり、解
決策をコンサルタントが提案する
従来型の案件はなくなってきてい
るのが現状だ。
　JICAは、案件の詳細を自身で
考えたいのではないか。実際、
JICA内部で考え出した案件を外
部に発注しているように思える。
指示書で詳細を指定していても、
業務開始後、現場の実態が明らか
となり、計画が変更となることも
多く、さまざまな面で非効率だ。
もう少し、計画の策定段階からコ
ンサルタントによるインプットを
増やしても良いのではないか。

――案件の多様化・細分化には、ど
のように対応していきますか。

　JICAが提示する指示書には、
例えばデジタル技術やモノのイン
ターネット（IoT）など、高度な
技術を要する要望も多い。当社内
には知見が限られる上、業務量の
面から自前で人を雇用するのも難
しく、対応するには他社の力を借
りなくてはいけない。
　重要なのは、外の人を上手く動
員し、業務を円滑に回すマネジメ
ント能力だ。業務に携わる人月数
も限られる中、上手く綱渡りしな
がら高い評価を得られるように実
績を残さなくてはいけない。それ
ができる人材を確保することが重

要だ。現在、当社には研究員が数
多く在籍しているが、こうした現
状を踏まえて、研究員には各分野
の専門性とともにマネジメント能
力も求めている。専門分野一本で
勝負していきたいコンサルタント
にとっては厳しい時代といえる。

ビジネス人材による新規事業も

―開発業界で生き残るための方策

は。

　自社の強みを明確に説明できる
ことだ。そうでなければ、誰もわ
れわれと組んでくれなくなる。
　案件が多様化していることを考
えると、同業者とだけ連携すれば
良い時代ではなくなっている。海
外経験はないが高い技術を持つ企
業などとも協力する必要がある。
今後ますます、こうした企業との
関係構築が重要になる。
　また、常に受け身で提示された
問題を解決するだけでは、根無し
草のコンサルタントになってしま
う。パートナーとして発注元と対
等に仕事をしていくためには、自
前の事業も持つことで、自らの強
みを活かしてよりプロダクトアウ
トな形で仕事が出来るようになら
ねばならない。

―2019年の「ビジネスコンサルテ

ィング部」の新設も、自前の事業を

行っていくためでしょうか。

　同部は、ビジネスコンサルティ
ングの受託ももちろんだが、独自
で商品やサービスを開発・提供す
ることを目指している。受託コン
サルティング事業は自主事業に比

べ投資も少なくリスクが低い。し
かし、それだけでは業界の外にア
ピールできる特徴を持ちにくい。
一つでも自前で事業を立ち上げ実
施すれば、独自のビジネスノウハ
ウが得られ、それが他社との協業
に向けたアピールポイントにもな
る。また、顧客の要求に直に触れ、
認識する機会となる。
　社会が抱える課題の解決は重要
だ。解決にかかるコストが低けれ
ばなお良い。一方で、どうしても
欲しいものや憧れているものを手
に入れるためには、人は出費がか
さんでもお金を払う。そのような
商品やサービスを生み出すことが
経済の発展につながる。当社は
「憧れの創造」に知恵を絞りたい。

―新規事業を担う人材の確保は。

　ビジネスコンサルティング部で
は、ビジネス経験が豊富な人材を
数名採用した。“国際協力”や
“開発協力”という括りにとらわ
れない、柔軟な発想とビジネスを
形にする力を期待してのことだ。
現在、彼らの提案から新規事業が
生まれつつある。「この仕事を手
掛けるなら、こんな人が必要だ」
といった話も今後、具体的に出て
くるだろう。
　もちろん若手の人材も求めてい
く。しかし、コンサルタントは経
験が勝負だ。コンサルタントを目
指すのであれば、まずは数年間、
地に足のついたビジネス実務を経
験していただきたい。その上でお
越しいただければ、当社でも活躍
していただけるだろう。

連載「コンサルタントの展望」は、開発コンサルティング企業のトップに今後の戦略をはじめ、政
府開発援助（ODA）への展望を語ってもらうリレー連載だ。第７回目はソフト案件のコンサル
ティング事業と人材育成事業を手掛ける（株）国際開発センター（IDCJ）の代表取締役社長、
寺田幸弘氏に今後の事業戦略を聞いた（聞き手：国際開発ジャーナル社 社長・末森 満）
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